（様式２）
経営計画書
名　称　株式会社　○○○○　

＜計画の内容（新型コロナウイルス感染症の影響を乗り越えるための取組）＞
	１．新型コロナウイルスの影響を乗り越えるために１／６以上投資する類型（該当する類型を、一つ以上選択）
　□Ａ：サプライチェーンの毀損への対応
　☑Ｂ：非対面型ビジネスモデルへの転換
　□Ｃ：テレワーク環境の整備

	２．事業概要（自社の概要や市場動向、経営方針等を記載ください）（注１）
弊社は「オーナー様が納得し、お客様も居心地よく過ごせる空間創り」を目的に「デザイン性、機能性、正確かつ美しい施工性」を付加価値とした会社です。社会的課題である「建築業クレーム産業」というイメージを解消するために、「現場調査から図面作成、デザイン、見積もり、工事まで」一貫性をもって、お客様のニーズの把握をしっかりと行うことを自社の大方針として取り組んでいます。
弊社は平成×年に、現在の代表取締役○○○○が△△に創業した「インテリアデザイン、施工」を中核事業とする会社です。それ以外にも「インテリア関連商材の販売」などの事業を行っています。
【市場動向】
当市場は、近年新型コロナウイルス感染症の影響で弊社の顧客である不動産会社、個人のお客様が発注自粛の状態にあり、工事の中止や不動産売買の中止などが増えてきています。そんな中で弊社も顧客との契約破棄や工事の中止、延期等が増大し、令和元年は売上が月平均　　　　
万円程度でしたが、現在では月平均　　　　万円程度まで落ち込んでいます。
当市場の特長として古い建物を再生する事業があり、売上の85％を占めています。受注先は不動産会社、個人のお客様であり、販売先は主に個人のお客様です。弊社のメインターゲットは築古物件を売買している不動産会社、古い建物をリフォームして住みたい個人のお客様です。競合は、リフォームリノベーションを施工している業者です。一方で、近年内装業者、設備業者などがリフォーム業としてリフォーム、リノベーション全般を請け負い、施工している状況があり、経験が少ないためトラブルが増えつつあります
【顧客の声】
　お客様である不動産会社からは「永年の実績から安心して任せられる」「現場調査、図面作成、デザイン、見積もり、施工と一貫体制の為、施主様とのトラブルがないので安心」「現場調査から工事まで一貫して対応してくれるので、施工完了物件の売買がいち早くできる」と信頼を頂き、個人のお客様からは「女性がすべて物件担当することで細やかなサービス、きれいな施工、何でも話しやすい打ち合わせ環境である」と好評を頂いています。
　施工後のアンケートでも満足度が高いので不動産会社の評価も高く、また個人のお客様からの紹介もあることから新型コロナウイルス感染症の影響下でもなんとか事業を継続しています。
【自社サービスの強み】
弊社の技術は、××年に渡り業界で携わっているたくさんの経験からの提案力、数百件もの新築マンションのモデルルーム施工の経験及び地域性の把握によりお客様が求める空間作りにあります。
また不動産会社がすぐに売買できるように対応する迅速力、女性特有の細やかなサービス、丁寧な施工技術が強みとなっています。


	３．新型コロナウイルス感染症による影響（売上減少等の状況について記載ください）（注２）
当市場は、近年新型コロナウイルス感染症の影響で弊社の顧客である不動産会社、個人のお客様が発注自粛の状態にあり、工事の中止や不動産売買の中止などが増えてきています。そんな中で弊社も顧客との契約破棄や工事の中止、延期等が増大し、令和元年は売上が月平均　　
万円程度でしたが、現在では月平均　　　万円程度まで落ち込んでいます。
今後の展望として変化する市場に対し、新型コロナウイルス感染症対策としての空間除菌、コーティング工事の拡大を実現し、他同業者への差別化、事業拡大・売上増大に挑戦します。

	４．今回の申請計画で取り組む事業名【必須記入】（30文字以内で記入すること）
新型コロナウイルスと共存しながらのより安全安心な空間創り

	５．今回の申請計画で取り組む内容（注３）
【計画内容】（上記1～3を踏まえて、販路開拓等の取組（Ａ、ＢまたはＣに関する取組を含む）を記載ください）
＜販路開拓等の取組＞
販路開拓面において現状の課題として、現在リフォーム、リノベーション工事の受注及び売上が大幅に減少しているため、今後は新たに「新型コロナウイルス感染症対策の商材を使用した追加工事の販売」に取り組んでいます。取り組みを始めて３カ月経ちましたが、弊社を取り巻くお客様には多少認知していただき受注もある一方、工事金額がなかなか見込めない事や通常の営業活動が難しいことで商談に至らないケースもあります。
そんな中、コロナウイルス対応として、当社の安心･安全な空間創りに対する問い合わせや業務の依頼が急激に増え、対応しきれなくなってきました。また、「オンラインの商談なら」と言ってくる大手不動産会社や個人のお客が出てきており、見積の問い合わせもホームページ上でできないのか、という声も頂いております。
加えて個人のお客に向けての「現在使用しているソファ等への除菌処理」「業者への除菌に係る消耗品」を通信販売で実施します。
しかしながら、まだまだ認知が低く都度施工等についての説明を行うことも煩雑であり、現状ではオンライン商談についてのツール等も内状況です。
これらの課題を解消するために①お客様にもっと認知して頂く説明及び問い合わせとしてのホームページ作成②オンラインでの商談や見積・発注依頼を通販サイトをホームページ内に設置して新しく非対面型ビジネスモデルに挑戦します。
具体的には①については、「新型コロナウイルス感染症対策としての安全安心空間創り」専用のホームページ作成、➁についてはオンラインでの商談や見積・発注依頼、通信販売等の仕組みをホームページで実施します。
＜Ａ～Ｃに関する取組＞
新型コロナウイルス感染症の影響で、通常の営業活動が困難な中、オンラインでの商談、見積・発注、通信販売などの申込もオンラインで完結する仕組みを作ることで「非対面型ビジネスへの転換（Ｂ）に該当します。具体的には、Zoom、Google Meet、Skypeなどを利用したオンライン商談ができる接客用WEBサイト及び見積･発注依頼、通信販売サイトを、新事業のホームページに設置します。

	６．新型コロナウイルス感染症を乗り越えるための取組の中で、本補助金が経営上にもたらす効果
本事業では新型コロナウイルス感染症対策工事によって安心安全な環境を提供することで、「住宅、飲食店、映画館、幼稚園、保育園、学校、ケアハウス等」からの受注が見込まれます。それを安定的なものにするために本事業を実施することで，今後２年程度で月　　　　万円、年間売上　　　　　万円を目標にし、安定した収益性を実現します。
収益性向上実現の根拠としては、
・単価の向上　：新型コロナウイルス感染症対策工事という付加価値提供によって、通常工
事の30%の受注額アップ（現状引き合い実績から）
・販売数の向上：競業他社との差別化で相見積もり獲得数年間20%アップ（現状引き合い実績から）
・費用の削減　：オンラインによる商談により、移動費・資料のデータ化による経費削減


※経営計画等の作成にあたっては、必要に応じ、商工会議所と相談し、助言・指導を得ながら進めることができます。
※採択時に、「事業者名称」および「補助事業で行う事業名」等が一般公表されます。
＜支出経費の明細等＞（注４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
計画の内容「１．新型コロナウイルスの影響を乗り越えるための１／６以上投資の類型」の選択によって補助金交付申請額の補助率が異なります。以下該当する表のいずれかに記載ください。
（単位：円）
	Ａ類型のみの申請の場合

	経費区分
	内容・必要理由
	経費内訳
（単価×回数）
	補助対象経費
（税抜・税込）
	補助対象経費のうち新型コロナウイルス関連投資額※

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	（１）補助対象経費合計
	①
	②

	（２）補助金交付申請額　（１）×補助率2/3以内（円未満切捨て）
	(a)
	

	（３）新型コロナウイルス関連投資の割合（％）
（②／①）×１００％≧１／６（１６．７％）
	
	*小数点第２位を四捨五入



	Ｂ・Ｃ類型単体、Ａ類型とＢ・Ｃを組み合わせて申請する場合

	経費区分
	内容・必要理由
	経費内訳
（単価×回数）
	補助対象経費
（税抜・税込）
	補助対象経費のうち新型コロナウイルス関連投資額※

	広報費
	ホームページ作成
	800,000×1回（概算）
	800,000
	

	広報費
	オンライン商談・見積･発注依頼サイト設置
	200,000×1回（概算）
	200,000
	200,000

	
	
	
	
	

	（１）補助対象経費合計
	①1,000,000
	②200,000

	（２）補助金交付申請額　（１）×補助率3/4以内（円未満切捨て）
	(a)750,000
	

	（３）新型コロナウイルス関連投資の割合（％）
（②／①）×１００％≧１／６（１６．７％）
	
	*小数点第２位を四捨五入
20.0%


※経費区分には、「①機械装置等費」から「⑬外注費」までの各費目を記入してください。
※補助対象経費の消費税（税抜・税込）区分については、公募要領Ｐ.67を参照のこと。
※補助対象経費の１／６以上が、「サプライチェーンの毀損への対応」、「非対面型ビジネスモデルへの転換」、「テレワーク環境の整備」に関する投資であることが必要です。
※（２）の上限は１００万円。特例事業者は１５０万円。詳細はP.51以降を参照
＜補助対象経費の調達一覧＞（注４）　　＜「２．補助金」相当額の手当方法＞(※３) （注４）
	区分
	金額（円）
	資金
調達先
	
	区分
	金額（円）
	資金
調達先

	1.自己資金
	250,000
	
	
	2-1.自己資金
	750,000
	

	2.持続化補助金（※１）
	750,000
	
	
	2-2.金融機関からの借入金
	
	

	3.金融機関からの借入金
	
	
	
	2-3.その他
（概算払いによる即時支給分含む）
	
	

	4.その他
	
	
	
	
	
	

	5.合計額
（※２）
	1,000,000
	
	
	


※１　補助金額は、支出経費の明細等（２）補助金交付申請額と一致させること。
※２　合計額は、支出経費の明細等（１）補助対象経費合計と一致させること。
※３　原則、補助事業が終了してからの精算となりますので、その間の資金の調達方法について、ご記入ください。
○複数事業者による共同申請の場合の記載について
（注１）共同申請の場合、共同で取組む経緯や取り組んでいる内容等で記載してください。
（注２）共同申請の場合、共同事業での影響の状況を記載してください。
（注３）共同申請の場合、共同経営計画の内容を記載してください。
（注４）共同申請の場合、記載は不要ですが、必ず様式２－２を提出してください。
【コロナ特別対応型・日本商工会議所提出用】








＜計画の内容１．～６．＞は、合計最大５枚までとします。











